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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第73期 

第１四半期 
連結累計期間 

第74期 
第１四半期 
連結累計期間 

第73期 

会計期間 

自平成27年 
  ４月１日 
至平成27年 
  ６月30日 

自平成28年 
  ４月１日 
至平成28年 
  ６月30日 

自平成27年 
  ４月１日 
至平成28年 
  ３月31日 

売上高 （千円） 1,440,687 1,537,301 6,363,577 

経常利益 （千円） 165,137 49,717 697,860 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 100,563 36,138 502,998 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 92,471 △193,459 232,776 

純資産額 （千円） 9,536,339 9,320,008 9,666,644 

総資産額 （千円） 11,655,003 11,522,913 11,895,701 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 15.76 5.66 78.81 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 81.2 80.3 80.7 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業においては円高進行による収益環境の悪化や４月に

熊本県を中心とするエリアで発生した一連の地震の影響などにより設備投資等が足踏みしており、個人消費にお

いても弱含みが続くなど、全体として踊り場にいる状況であります。今後については、海外経済の減速や円高が

重石となりますものの、経済対策の実行などを支えに緩やかに持ち直すものと見られ、また消費税率引き上げの

再延期が正式に表明されたことにより、駆け込み需要とその後の反動減による景気の腰折れを当面は回避できる

と期待され、先行き不透明感の緩和につながるものと思われます。

当社グループにおきましても、引き続き国内外のマーケットへ向け営業活動を強化してまいりました結果、国

内においては前年度好調であった建築設備市場に再開発案件等の一服感もあり低調な推移となりましたが、輸出

において東アジアおよび北米地域での販売を大きく伸ばし、販売活動全体としては堅調に推移しました。今後に

おきましては連結子会社ヨシタケワークスタイランドがバンコクに開設いたしました営業拠点も加わり、より幅

広いユーザー向けの受注活動を展開していくとともに製品開発のスピードアップ、生産体制の改革を推進し事業

領域の拡大を目指してまいります。

このような状況のもと、当社グループは引き続き積極的な提案営業を展開しました結果、連結売上高は15億37

百万円（前年同期比6.7％増）となりました。 

 セグメント毎の売上高（セグメント間の内部取引高を含む）は以下のとおりであります。 

 日   本：14億72百万円（前年同期比   2.3％増） 

 東南アジア：４億８百万円（前年同期比  13.0％増）

 損益面では、新工場での生産を本格化した連結子会社ヨシタケ・ワークス・タイランドを中心に効率化、工数

低減やコスト削減を徹底したことにより、セグメント利益（セグメント間の内部取引高を含む）は以下のとおり

となりました。 

 日   本：  59百万円（前年同期比  11.1％減） 

 東南アジア：  62百万円（前年同期比 172.9％増） 

 また、経常利益は49百万円（前年同期比 69.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は36百万円（前年

同期比 64.1％減）となりました。 

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、47百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,665,878

計 22,665,878

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,967,473 6,967,473

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,967,473 6,967,473 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額
（千円）

資本準備金 
残高

（千円）

平成28年４月１日～

 平成28年６月30日
― 6,967,473 ― 1,908,674 ― 2,657,539

 

(6)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7)【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 585,100 ― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式6,380,300 63,803 同上

単元未満株式 普通株式  2,073 ― ―

発行済株式総数 6,967,473 ― ―

総株主の議決権 ― 63,803 ―

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ヨシタケ
名古屋市瑞穂区二野町 

７番３号
585,100 ― 585,100 8.39

計 ― 585,100 ― 585,100 8.39

 （注） 当第１四半期会計期間末における所有自己株式数は、585,133株であります。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

- 6 -



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,870,587 1,508,494 

受取手形及び売掛金 2,223,346 2,147,718 

商品及び製品 804,702 879,750 

仕掛品 536,959 528,198 

原材料及び貯蔵品 771,266 851,348 

その他 143,837 155,231 

貸倒引当金 △248 △179 

流動資産合計 6,350,451 6,070,563 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,097,881 3,008,747 

減価償却累計額 △1,824,104 △1,806,194 

建物及び構築物（純額） 1,273,777 1,202,552 

機械装置及び運搬具 2,768,923 2,653,889 

減価償却累計額 △1,605,517 △1,596,183 

機械装置及び運搬具（純額） 1,163,406 1,057,706 

土地 765,770 746,399 

リース資産 107,766 112,703 

減価償却累計額 △25,145 △30,698 

リース資産（純額） 82,620 82,004 

建設仮勘定 11,413 30,071 

その他 886,251 884,990 

減価償却累計額 △837,616 △832,292 

その他（純額） 48,635 52,698 

有形固定資産合計 3,345,623 3,171,434 

無形固定資産 61,851 58,261 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,668,950 1,774,557 

その他 475,794 449,305 

貸倒引当金 △6,968 △1,208 

投資その他の資産合計 2,137,776 2,222,654 

固定資産合計 5,545,250 5,452,350 

資産合計 11,895,701 11,522,913 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 764,285 838,290 

1年内返済予定の長期借入金 28,560 28,560 

未払法人税等 72,832 15,475 

賞与引当金 156,016 86,504 

その他 239,256 279,811 

流動負債合計 1,260,951 1,248,640 

固定負債    

長期借入金 76,240 69,100 

リース債務 86,511 83,202 

役員退職慰労引当金 241,809 244,871 

退職給付に係る負債 536,368 526,806 

資産除去債務 27,177 30,283 

固定負債合計 968,105 954,264 

負債合計 2,229,057 2,202,905 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,908,674 1,908,674 

資本剰余金 2,657,905 2,657,905 

利益剰余金 5,346,264 5,229,227 

自己株式 △454,776 △454,776 

株主資本合計 9,458,068 9,341,031 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 49,208 51,162 

為替換算調整勘定 95,522 △136,841 

その他の包括利益累計額合計 144,731 △85,678 

非支配株主持分 63,844 64,655 

純資産合計 9,666,644 9,320,008 

負債純資産合計 11,895,701 11,522,913 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 1,440,687 1,537,301 

売上原価 865,539 899,282 

売上総利益 575,148 638,019 

販売費及び一般管理費 506,015 506,884 

営業利益 69,132 131,135 

営業外収益    

受取利息 14,679 5,888 

受取配当金 178 208 

持分法による投資利益 51,848 3,764 

為替差益 24,734 - 

その他 7,770 6,781 

営業外収益合計 99,213 16,642 

営業外費用    

支払利息 417 429 

売上割引 2,413 2,289 

為替差損 - 87,597 

その他 377 7,742 

営業外費用合計 3,208 98,060 

経常利益 165,137 49,717 

税金等調整前四半期純利益 165,137 49,717 

法人税、住民税及び事業税 24,203 18,929 

法人税等調整額 40,655 △6,163 

法人税等合計 64,858 12,766 

四半期純利益 100,278 36,950 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△285 811 

親会社株主に帰属する四半期純利益 100,563 36,138 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 100,278 36,950 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,771 1,954 

為替換算調整勘定 △33,690 △210,733 

持分法適用会社に対する持分相当額 31,654 △21,631 

その他の包括利益合計 △7,806 △230,409 

四半期包括利益 92,471 △193,459 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 92,757 △194,271 

非支配株主に係る四半期包括利益 △285 811 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高
 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成28年６月30日） 

輸出手形割引高 11,677千円 2,248千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 75,570千円 73,597千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 134,030 21 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 153,176 24 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  日本 東南アジア 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,376,985 63,702 1,440,687 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

63,311 297,566 360,877 

計 1,440,296 361,268 1,801,565 

セグメント利益 67,289 22,737 90,026 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 90,026

棚卸資産の調整額 △20,894

四半期連結損益計算書の営業利益 69,132

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  日本 東南アジア 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,448,704 88,597 1,537,301 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

24,144 319,785 343,929 

計 1,472,849 408,382 1,881,231 

セグメント利益 59,824 62,042 121,867 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 121,867 

棚卸資産の調整額 9,267

四半期連結損益計算書の営業利益 131,135
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益 15円76銭 5円66銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 100,563 36,138

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
100,563 36,138

普通株式の期中平均株式数（株） 6,382,350 6,382,340

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

- 15 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      平成28年８月９日

株式会社 ヨシタケ  

  取 締 役 会 御 中  

 

  有限責任監査法人 トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 原 田 誠 司  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 大 村 広 樹  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨシタ

ケの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨシタケ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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